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Ⅰ 計画の概要

1 計画の目的
次代を担う子どもが健やかに生まれ、育成される環境を社会全体で整備することを目的に制定された「次世代育成支援対策推進法」

の趣旨を踏まえ、職場における子育てしやすい環境を計画的に整備していくことを目的とします。

2 計画の期間

3 計画の対象

令和7年４月１日から令和12年３月31日までの５年間（法で定められた令和7年４月から令和17年３月までの前半の期間）

知事部局、議会事務局、選挙管理委員会事務局、監査委員事務局、人事委員会事務局、労働委員会事務局、収用委員会事務局、海区

漁業調整委員会事務局及び病院局の職員
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Ⅱ 現状分析

1 前計画の目標の達成状況

コロナ禍で提出率が大きく落ち込んだものの、令和５年度では、９２％まで

上昇しました。

子育てプログラムを作成・提出することは、職員本人の子育てへの参画意識

を高める効果が期待され、また、所属長等に対して希望する働き方等について

の意向を表明する機会の確保にもつながるものであり、目標の達成に向け継続

して取り組む必要があります。

また、令和６年度に実施した職員アンケートでは、約２６％の職員が子育て

プログラムを認知していなかったほか、子育てプログラムを提出した職員のう

ち約２４％が提出したが「役に立たなかった」と回答している点にも留意が必

要です。

⑴ 子育てプログラムの提出率：100%

前計画の計画期間終了前年度における目標の達成状況は次のとおりでした。
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Ⅱ 現状分析

1 前計画の目標の達成状況

年次休暇の取得日数は、近年、継続的に上昇しており、令和５年には、

１１．７日となりました。子育てに関して必要なときの休暇取得率も、コロナ

禍を除けば、概ね上昇傾向にあります。

これらの目標は、休暇を利用できる環境の整備状況や職員全体のワーク・ラ

イフ・バランスの確保状況を客観的に把握できる指標の一つとして設定してい

るものであり、いずれも上昇傾向にはあるものの、未だ目標値とは差があるた

め継続して取り組む必要があります。

また、年次休暇については、全ての職員が年５日以上取得できる環境の整備

のほか、より心身のリフレッシュが図られるよう連続での休暇取得や１日又は

半日単位での取得を推進することも重要です。

⑵ 職員の年次休暇の年間取得日数：15日
⑶ 子育てに関して必要なときの休暇取得率：100%

年次休暇年間取得日数

子育てに必要なときの休暇取得率
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Ⅱ 現状分析

1 前計画の目標の達成状況

前計画策定段階においては、男性職員で育児休業を取得する者が非常に少な

かったことから、有給の配偶者出産休暇（３日）及び育児参加休暇（５日）の

取得率を１００％とする目標を定めたうえで、育児休業取得率の目標は１３％

に設定しました。

その後、育児休業を取得する職員の割合が増加し目標を達成したため、令和

２年度末には３０％に、更に令和５年１０月には１週間以上を８５％、１か月

以上を５０％にと、段階的に引き上げてきました。

令和５年度では、１週間以上が５５．８％、１か月以上が４２．１％となり、

年々増加する傾向にありますが、「男性育休が当たり前」となるよう継続して

取り組む必要があります。

⑷ 配偶者出産休暇・育児参加休暇の取得率：100%
⑸ 男性職員の育児休業取得率 １週間以上：85%

１か月以上：50%

男性職員の育児休業取得率

配偶者出産・育児参加休暇取得率
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Ⅱ 現状分析

2 職員アンケートの結果

子育て中の職員に、直近半年から１年程度の期間において仕事と子育ての両

立ができているかを聞いたところ、図１のとおり、「両立できている」又は

「概ね両立できている」と答えた者が６割超となりました。なお、通勤時間が

長い職員において両立できていないケースが多いようです。

また、全職員を対象に、現在の所属は子育てしながら働きやすい職場だと思

うかを聞いたところ、図２のとおり、「そう思う」又は「どちらかといえばそ

う思う」と答えた者が７割超となりました。５年前の前回調査と比べると、子

育てしながら働きやすい職場だと思う者の割合は６ポイント程増えています。

なお、業務量が多い場合や業務が固定化され周囲に協力を求めにくい場合に働

きやすさが減少する傾向にあります。

⑴ 仕事と子育ての両立関係
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令和６年度に行った職員アンケートの主な結果は次のとおりでした。
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Ⅱ 現状分析

2 職員アンケートの結果

子育てしながら働きやすい職場環境の整備について何を望むかを聞いたとこ

ろ、図３のとおり、「業務をカバーする代替職員の確保等」や「定時退庁や休

暇取得ができる業務の見直しや仕事配分の変更等」を希望する者が多数となり、

次いで「配属先についての配慮」を希望する者が多くいました。

また、子育てしながら働きやすい職場環境の整備のうち、勤務時間や休暇等

についての希望を聞いたところ、「時差出勤や休暇の取得単位の細分化」を希

望する意見が最も多く、次いで、「フレックスタイム制の導入」、「育児のた

めの休暇制度等の対象年齢の拡大」、「学校行事等に参加できる休暇制度の導

入」、「早出・遅出時間の拡大」を希望する意見が多くありました。なお、少

数意見ではありますが、「昼休みの短縮」や「週休３日制」を希望する意見も

ありました。

⑴ 仕事と子育ての両立関係
図１

図２
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Ⅱ 現状分析

2 職員アンケートの結果

子育て中の職員に、３歳に満たない子を養育する職員が請求により時間外勤

務の免除を受けられる制度の認知度を聞いたところ、図４のとおり、「知らな

かった」と回答した者が半数程度おり、制度の周知が十分でないことが分かり

ました。

一方で、直近半年から１年程度の期間における時間外勤務の免除への配慮状

況について聞いたところ、図５のとおり、７割弱の者が、「配慮してもらう必

要が無かった」又は「必要な時に概ね配慮してもらえた」ということでした。

また、２割弱の者は、「必要な時にほとんど配慮してもらえなかった」又は

「配慮してもらいたかったが言い出せなかった」という状況でした。

⑴ 仕事と子育ての両立関係
図１

図２
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Ⅱ 現状分析

2 職員アンケートの結果

全職員を対象に、同じ職場の男性が育児休業、配偶者出産休暇、男性育児参加休

暇を取得すると聞いたらどう思うかについて聞いたところ、図６のとおり、「応援

する」又は「どちらかといえば応援する」と回答した者が９割を超えました。

一方で、１割弱の者が、取得に否定的であり、その理由として、図７のとおり、

周囲の負担が増えることや仕事への支障が増えることを挙げています。

また、女性職員に比べて男性職員の育児休業の取得率が低い理由や育児休業の期

間が短い理由として考えられることを聞いたところ、「業務量が多い、代替人員が

確保できないなど職場側の要因」を挙げた者が最も多く、次いで、「経済的（収入

減等）な問題」、「社会全体の雰囲気」や「周囲の男性が取得しない又は長期間取

得しないこと」を挙げる者が多くなっており、これらを踏まえた対策が必要と考え

られます。

⑵ 男性職員の育児参画関係
図１

図３
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Ⅱ 現状分析

3 超過勤務の状況

全体としては、コロナ禍の影響などにより令和２年度から４年度の超過勤務時間数が多くなっていますが、超過勤務縮減に向けた

様々な取組みの効果もあり、令和５年度の実績は、コロナ禍前の令和元年度よりも減少し、過去５年間で最も少なくなりました。

仕事と子育ての両立がしやすい環境を実現するためにも、引き続き、超過勤務の縮減に取り組む必要があります。

令和６年10月に「次世代育成支援対策推進法に基づく特定事業主行動計画の策定等に係る内閣府令」が制定され、特定事業主行動計

画には、本庁及び出先機関におけるそれぞれの職員一人当たりの年間の超過勤務時間数に関する目標を定めることとされました。

本県の過去５年間における実績は以下のとおりです。 （単位：ｈ／年）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最低 最高 平均

本庁 237.6 282.0 271.2 266.4 222.0 222.0 282.0 255.8

出先 128.4 153.6 152.4 160.8 116.4 116.4 160.8 142.3

病院局 273.6 246.0 260.4 253.2 250.8 246.0 273.6 256.8

全体 208.8 224.4 224.4 223.2 190.8 190.8 224.4 214.3
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Ⅲ 計画の目標

１ 子育てプログラムの提出率 １００％

２ 職員１人当たりの超過勤務時間数
⑴ 本 庁 勤 務 職 員 ：月15(年180)時間以下
⑵ 出先機関勤務職員：月10(年120)時間以下
⑶ 病 院 局 勤務職員：月15(年180)時間以下

３ 職員の年次休暇の年間取得日数 １５日

４ 子育てに関して必要なときの休暇取得率 １００％

５ 男性職員の配偶者出産休暇取得率 １００％

６ 男性職員の育児休業取得率
⑴ １か月以上：９５％以上
⑵ ３か月以上：５０％以上
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Ⅳ 具体的な取組内容

取組みにあたっては、以下の３＋１の視点を持ちつつ、それぞれの取組効果が十分に発
揮されるよう、同時並行で行います。
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制度の充実
男性職員の子育てへ
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わりやすく
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境をつくる
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２
３

４
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Ⅳ 具体的な取組内容

1 子育て支援制度の充実
公務の執行体制確保や周囲への負担にも留意しつつ、仕事と子育ての両立を支援するための、休暇、休業、時短勤務、勤務時間等

の柔軟化、テレワーク等の手段を充実させます。

《立場ごとに期待される役割》

人事等主管課 上司又は同僚職員 当事者（子育て中等の職員）

✿仕事と子育ての両立支援に関する全庁レ
ベルの企画、制度の拡充検討等

✿両立支援に資する制度の職員への周知
（所属長、グループリーダー、係長級職
員、新規採用者など各階層に向けた研修、
イントラネットへの掲示、仕事と子育て
両立サポートメールの送信、オリーブ
メールの送信、子育てプログラムへの記
載による周知等）

✿両立支援に資する制度の周知及び活用の
呼びかけ（子育てプログラム提出者への
面談時のほか、年度当初におけるイクボ
ス宣言時や子どもが生まれた男性職員へ
の知事からの応援メッセージ交付時な
ど）

✿両立支援に資する制度の理解及び積極的
な活用
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Ⅳ 具体的な取組内容

2 子育てに関わる時間をつくる
事務事業の見直しや業務の効率化等を進めながら、計画的に業務を進め、子育てや家事などに活用できる時間を増やします。

《立場ごとに期待される役割》

人事等主管課 上司又は同僚職員 当事者（子育て中等の職員）

✿事務事業の見直しや業務の効率化に関す
る全庁レベルの企画・呼びかけ等

✿定時退庁、超過勤務の縮減及び休暇取得
の促進に関する全庁レベルの企画・呼び
かけ等

✿過重労働や業務量、職員の事情に配慮した
人事配置

✿子育てプログラム制度の運用・改善

✿事務事業の見直しや業務の効率化に関す
る所属内での企画・呼びかけ等

✿業務等の廃止の検討及び新業務追加等につ
いての慎重な検討

✿作成する資料等の厳選、会議等の縮減
✿業務量平準化のための対応
✿超過勤務時間の上限や職員の事情等に配
慮した超過勤務命令の徹底

✿休暇取得の率先、休暇の取得予定共有化
✿子育てプログラムに基づく面談の実施と業務へ
の具体的配慮

✿限られた時間で効率的に成果をあげた職員を
適正に評価（長時間労働を行うこと自体が
評価されたり、効率が軽視されるような職場風
土の排除）

✿身近な事務の見直しや業務の効率化、
ＤＸの推進・活用

✿計画的な業務執行
✿在宅勤務の活用による通勤時間の削減
✿子育てプログラムの提出の徹底
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Ⅳ 具体的な取組内容

3 子育てに関わりやすくなる職場環境をつくる
職員の子育てを応援する機運の醸成などにより、必要な時にためらわずに休暇取得や定時退庁等ができるようにします。

《立場ごとに期待される役割》

人事等主管課 上司又は同僚職員 当事者（子育て中等の職員）

✿育児休業に伴う任期付職員や会計年度任
用職員などの代替職員配置、庁内ジョブ
チャレンジ制度の運用による補完体制の
充実

✿子育てプログラム制度の運用・改善
✿両立支援に対する意識やお互いさまの意識等
醸成（各種研修、イントラネットへのバナー掲
載や庁内報での情報発信等）

✿各所属における毎年度のイクボス宣言の推奨
✿子どもが生まれた男性職員の所属長へ業務
上の配慮等を要請する知事メッセージを発信

✿子育てサポーター制度の運用
✿育休からの円滑な復帰支援（復帰支援研修、
オリーブメールや仕事と子育て両立サポートメー
ルによる情報提供等）

✿イクボス宣言等による仕事と子育ての両
立を応援する雰囲気づくり

✿子育てプログラムに基づく面談の実施と業務へ
の具体的配慮

✿業務マニュアル・引継書等の整備促進及び業
務内容の共有化促進

✿子育てサポーターへの登録
✿庁内ジョブチャレンジ制度への参画・活用
✿育児休業者等の業務をカバーした職員を適正
に評価（人事考課での挑戦加点も可能）

✿子育てプログラムの提出の徹底
✿業務マニュアル・引継書等の整備
✿同僚等の協力を得ながら積極的に子育てに
関与（将来的に後進に還元しようとする意識
の醸成）
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Ⅳ 具体的な取組内容

4 男性職員の子育てへの参画を推進
男性職員の子育てへの参画が「当たり前」になるよう啓発や環境整備等を行います。

《立場ごとに期待される役割》

人事等主管課 上司又は同僚職員 当事者（子育て中等の職員）

✿イントラネット内での情報発信（収入シ
ミュレーションツールの提供、バナー掲
載、庁内報など）

✿各種研修での情報提供や啓発
✿子どもが生まれた男性職員への知事からの
応援メッセージ送付

✿子どもが生まれた男性職員の所属長へ業務
上の配慮等を要請する知事メッセージを発信

✿男性職員の育児休業取得に関する目標の設
定及び進捗管理

✿育児休業による昇任・昇格への影響を縮小

✿イクボス宣言等による仕事と子育ての両
立を応援する雰囲気づくり

✿子育てプログラムに基づく面談の実施と業務へ
の具体的配慮

✿知事からの応援メッセージ交付時における情報
提供及び働きかけ

✿積極的な子育てへの参画に対する理解
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Ⅴ 計画の実行

1 計画内容の職員への周知・浸透
計画に定める取組みを進めるためには、全ての職員が共通の認識を持ち、組織全体として取り組んでいくことが必要となるため、

ｅラーニングシステムなどによる研修や、庁内報、電子掲示板などによる随時の情報共有を進めます。

特に、所属長に対しては、所属内において適切にその役割を果たすことができるよう毎年１回は、必要な周知を行います。

2 実施状況の点検、公表、見直し
年に１回、所属長からの報告等をもとに実施状況の点検を行い、その結果を職員に周知するとともに県のホームページに公表します。

点検の結果、取組みが不十分な点については、必要な対策を検討したうえで、職員に対しても更なる取組みの呼びかけを行います。

計画に定めた目標を達成した場合などには、計画期間の終了を待たず、必要な見直しを検討します。
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Ⅵ 付録

1 子育てプログラムについて
子育て中の職員を職場全体でフォローする環境づくりを行うため、引き続き「子育てプログラム」の運用を継続します。取扱いの概

要は、以下のとおりです。具体的な取扱いや様式等については、別途定めます。

① 職員は子どもが生まれると分かったら、仕事と子育ての両立を考える機会として必ず「子育てプログラム（産前用）」を作成し

てください。

② 作成した「子育てプログラム（産前用）」 は、円滑に職場の支援等を受けるためにも安定期に入ったタイミングなどできるだけ

速やかに、遅くとも出産予定日の５か月前までに、グループリーダー（出先機関は課長等）を通じて、所属長に提出してください。

③ 所属長は提出された「子育てプログラム（産前用）」 をもとに子育てに関する業務上の配慮等について、必ず職員との面談を行

うとともに、必要に応じ両立支援制度の説明を行った上で、出来る限り職員の意向に沿った配慮等を行ってください。なお、育児

休業の取得意向の有無を面談等の中で把握し、所定の様式により、速やかに人事主管課に情報提供をしてください。

④ 職員は子どもが生まれたら、必ず「子育てプログラム（産後用）」を作成し、出来るだけ速やかに、遅くとも出産後１か月後ま

でに、グループリーダー（出先機関は課長等）を通じて、所属長に提出してください。ただし、出産後すぐに産後休暇や育児休業

を取得する場合は、職場に復帰する日までに提出してください。
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Ⅵ 付録

1 子育てプログラムについて
⑤ 「子育てプログラム（産後用）」の提出を受けた所属長は、前記③の例により、面談、制度説明及び必要な配慮を行っていただ

くほか、新たな育児休業の取得意向を把握した場合にも、前記③の例により、人事主管課に情報提供をしてください。

⑥ 職員は子育て中に職場を異動した場合や子育ての状況に変化があり提出済みのプログラムの内容を変更したい場合などには、必

要に応じてプログラムを再提出することができます。プログラムの再提出を受けた所属長は、上記⑤の例により対応してください。

＜注意点＞

※ 自身が希望する働き方を実現するための第一歩がプログラムの提出と言えますので、該当する職員は必ず、プログラムを提出し

ましょう。

※ 提出を受けたプログラムは所属長が保管し、目的外に使用することは禁止します。

※ 新たに採用された職員で子育て中のものがいる場合には、所属長がプログラムの提出を勧奨してください。

※ 所属長は、全ての該当する職員に対し、時期を逸せずプログラムを提出するように周知等を行ってください。
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Ⅵ 付録

2 職員アンケートの結果
この計画を策定するにあたり令和６年夏に職員に向けアンケート調査を行いました。このアンケートの主な結果は次のとおりです。

＜実施概要＞

実施期間 令和６年７月26日（金）～８月31日（土）

回答者数 1,807人（回答率 45.2%）

問 あなたの性別は？ 問 あなたの年齢は？

1063（58.8％）

638（35.3％）

106（5.9％）

0 200 400 600 800 1,000 1,200

男

女

無回答

279（15.4％）

418（23.1％）

370（20.5％）

583（32.3％）

157（8.7％）

0 100 200 300 400 500 600 700

～２９歳

３０歳～３９歳

４０歳～４９歳

５０歳～５９歳

６０歳～



付 録計 画 概 要 現 状 分 析 目 標 取 組 み 内 容 実 行

21

Ⅵ 付録

2 職員アンケートの結果
問 あなたの勤務先は？ 問 あなたの住居から勤務先への通勤時間は？

問 配偶者の就労状況は？ 問 あなたは、現在子育てをしているか？

852（47.1％）

778（43.1％）

177（9.8％）

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900

本庁

出先機関

県立病院

385（27.8％）

226（16.3％）

561（40.5％）

48（3.5％）

164（11.8％）

0 100 200 300 400 500 600

民間企業勤務者（フル
タイム）

民間企業勤務者（パー
トなど短時間勤務）

公務員

自営業

無職

742（41.1％）

752（41.6％）

297（16.4％）

16（0.9％）

0 100 200 300 400 500 600 700 800

片道30分未満

片道30分以上
１時間未満

片道１時間以上
２時間未満

片道２時間以上

431（23.9％）

838（46.4％）

440（24.3％）

98（5.4％）

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900

子育て前

子育て中

子育て後

無回答



付 録計 画 概 要 現 状 分 析 目 標 取 組 み 内 容 実 行

22

Ⅵ 付録

2 職員アンケートの結果
問 子育て中とした対象の子の人数は？ 問 子育て中とした対象の子の年齢は？

問 子育て中かどうかに関わらず、あなたの子の人数は？

321（37.9％）

412（48.6％）

110（13％）

4（0.5％）

0（0％）

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450

１人

２人

３人

４人

５人

306（19.7％）

341（22％）

666（43％）

219（14.1％）

17（1.1％）

1（0.1％）

0 100 200 300 400 500 600 700

０人

１人

２人

３人

４人

５人以上

209（15.6％）

210（15.7％）

216（16.1％）

176（13.2％）

184（13.8％）

174（13％）

169（12.6％）

0 50 100 150 200 250

３歳未満

３歳以上小学校就学前

小学生（低学年：１～３年生）

小学生（高学年：４～６年生）

中学生

高校生相当年齢

大学生相当年齢以上
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Ⅵ 付録

2 職員アンケートの結果
問 現在の所属は子育てしながら働きやすい職場だと思うか？ 問 なぜ「どちらかといえば違う」、「全く違う」と思うか？

問 同上（５年前の調査結果）

420（23.2％）

924（51.1％）

330（18.3％）

133（7.4％）

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900 1,000

そう思う

どちらかとい
えばそう思う

どちらかとい
えば違う

全く違う

170（24.9％）

341（49.9％）

127（18.6％）

46（6.7％）

0 50 100 150 200 250 300 350

そう思う

どちらかとい
えばそう思う

どちらかとい
えば違う

全く違う

47（6.3％）

37（4.9％）

254（33.8％）

307（40.9％）

106（14.1％）

0 50 100 150 200 250 300 350

子育てに対する上司の理解が得られない
から（仕事優先の考えがある）

職場の雰囲気が協力的でないから

業務分担や勤務体系が固定化されている
ため周囲に協力を求めるのが困難だから

業務量が多いから

その他
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Ⅵ 付録

2 職員アンケートの結果
問 子育て（妊娠期間を含む）しながら働きやすい職場環境の整備
について、あなたはどんなことを望むか？

問 子育て（妊娠期間を含む）しながら働きやすい職場環境の整備
のうち、勤務時間や休暇等についてはどんなことを望むか？

1309（27％）

1329（27.4％）

368（7.6％）

512（10.6％）

707（14.6％）

200（4.1％）

42（0.9％）

14（0.3％）

79（1.6％）

181（3.7％）

104（2.1％）

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400

定時退庁や必要な時に休暇を取得できる
ような業務の見直し、仕事配分の変更等

育休職員や子育て中の職員の業務をカ
バーする代替職員の確保等

職場優先の環境や固定的な性別役割
意識の是正のための取組み

休暇の新設や期間延長、テレワークの
拡充など制度の充実

配属先についての配慮

ハード整備（保育所の設置等）

情報提供（子育て支援サイトの周知、
充実等）

研修・講座の実施

育児休業からの復帰支援の充実（育児休業者
に対する復帰時の研修、オリーブメール等））

福利厚生としての子育て支援（ベビーシッ
ター、ハウスキーパー、職員住宅等）

その他

940（24.1％）

667（17.1％）

753（19.3％）

707（18.2％）

695（17.8％）

133（3.4％）

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900 1,000

時差出勤の実施単位や休

暇の取得単位の細分化

早出・遅出時間の拡大

フレックスタイム制の導入

育児のための休暇制度等

の対象年齢の拡大

学校行事等への参加に使

用できる休暇制度の導入

その他
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Ⅵ 付録

2 職員アンケートの結果
問 あなたは最近、仕事と子育ての両立ができているか？ 問 令和４年度以降に生まれた子について育児休業を取得したか？

問 最近の時間外勤務の免除への配慮の状況は？ 問 「取得したかったができなかった」その理由は？

134（15.9％）

385（45.8％）

253（30.1％）

69（8.2％）

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450

両立できている

おおむね両立できて
いる

両立できるときもあれ
ばできないときもある

両立できてない

200（31.9％）

83（13.3％）

44（7％）

226（36.1％）

73（11.7％）

0 50 100 150 200 250

必要な時に概ね配慮してもら
えた

必要な時に配慮してもらえな
かった時が一定程度あった

必要な時にほとんど配慮して
もらえなかった

配慮してもらう必要が無かっ
た

配慮してもらいたかったが、

言い出せなかった

94（57.7％）

17（10.4％）

52（31.9％）

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

取得したことがある

取得したかったが
できなかった

取得したことがない

17（22.4％）

35（46.1％）

9（11.8％）

11（14.5％）

4（5.3％）

0 5 10 15 20 25 30 35 40

経済的（収入減等）な
問題

仕事に支障が出るため

周りの男性職員に取得
する人が少ないため

職場の雰囲気が協力的

でないため

その他
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Ⅵ 付録

2 職員アンケートの結果
問 同じ職場の男性が育児休業、配偶者出産休暇、男性育児参加休暇
を取得すると聞いたらどう思うか？

問 同上（５年前の調査結果）

問 「どちらかといえば取得してほしくない」又は「取得すべきで
ない」その理由は？

1058（58.6％）

596（33％）

141（7.8％）

12（0.7％）

0 200 400 600 800 1,000 1,200

応援する

どちらかといえば

応援する

どちらかといえば
取得してほしくない

取得すべきでない

728（52.2％）

532（38.2％）

121（8.7％）

13（0.9％）

0 200 400 600 800 1,000 1,200

応援する

どちらかといえば
応援する

どちらかといえば
取得してほしくない

取得すべきでない

91（34.6％）

127（48.3％）

11（4.2％）

34（12.9％）

0 20 40 60 80 100 120 140

仕事に支障がでるから

周囲の負担が増えるから

男性が育児休業等を取得す
ることは理解できないから

その他
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Ⅵ 付録

2 職員アンケートの結果
問 （最近、育児休業を取得した男性職員限定）育児休業を取得する
ことを決めた際、何が決め手になったか？

問 休業期間中、どの程度、家事・育児に参画できたか？

問 （最近、育児休業を取得した男性職員限定）復帰した後、子育
てへ参画について意識等の変化はあったか？

4（4％）

8（8.1％）

49（49.5％）

34（34.3％）

4（4％）

0 10 20 30 40 50 60

所属長などからの勧め

育休中の収入減少の緩和策

家族の希望

男性も取得するのが当たり

前と認識していたため

その他

28（29.8％）

36（38.3％）

4（4.3％）

1（1.1％）

1（1.1％）

24（25.5％）

0 5 10 15 20 25 30 35 40

以前よりも育児参画に
積極的になれた

もともと育児参画に積
極的であった

意識等に特段の変化

はなかった（上記以外）

以前よりも育児参画に
対して消極的になった

分からない

無回答

28（29.8％）

39（41.5％）

4（4.3％）

0（0％）

23（24.5％）

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

配偶者よりも多く家事・育児を
行った

配偶者と同程度に家事・育児を
行った

ある程度家事・育児を行ったもの
の配偶者よりもやや少なかった

ほとんど家事・育児を行っていな
い

無回答


